
（平成２２年１月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認大分地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

大分国民年金 事案 630 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成９年 10 月から 10 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年 10月から 10年１月まで 

私の夫が平成９年９月に定年退職した後、私の年金に４か月間の未納が

あると言われ、その期間の国民年金保険料を夫が納付したのに、申立期間

が未納とされていることに納得できない。なお、国民年金の諸手続及び保

険料納付はすべて夫が行っている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は４か月と短期間であるとともに、申立人は、国民年金制度発足

当初から国民年金に加入し、申立期間を除き、国民年金保険料の未納は無く、

国民年金の種別変更に係る切替手続についても複数回適切に行っており、申

立人の国民年金を管理していたとする申立人の夫の納付意識の高さ及び国民

年金制度への理解の深さがうかがえる。 

また、申立人の夫は、「妻（申立人）が 60 歳を過ぎた時に社会保険事務所

(当時)から、４か月分（申立期間）の国民年金保険料の納付書が届き、社会

保険事務所（当時）に確認した後に納付した。」と主張しているところ、申

立人のオンライン記録から、平成 11年 11 月 15日に申立期間が未納であった

ために、当該期間に係る過年度納付書が作成されていることが確認できるこ

とから、申立人の夫の主張に不自然さは無く、申立人の申立期間についても

保険料を納付したと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大分国民年金 事案 631 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間のうち、昭和 62 年 11 月、63 年７月、平成元年７月及び

４年８月の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年 12月 

② 昭和 55年７月から 58年３月まで 

③ 昭和 62年 11月 

④ 昭和 63年７月 

⑤ 平成元年７月 

⑥ 平成４年８月 

    私は、老後の生活のため国民年金の必要性を強く感じていたので、県外

の会社を退職し実家へ帰った時に国民年金に加入した。国民年金保険料は

市役所や銀行で納付していた。 

    すべて納付しているものと思っていたので、未加入期間や未納期間があ

ることにどうしても納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ 申立期間③、④、⑤及び⑥については、申立期間はそれぞれ１か月と短

期間であるとともに、国民年金の種別変更に係る切替手続についても複数

回適切に行っており、申立人の国民年金制度への理解の深さがうかがえる。 

また、市が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿の記録から、申

立期間③、④、⑤及び⑥の国民年金保険料については、現年度納付書が発

行されていたことが確認できる上、申立期間以降にある短期間の第１号被

保険者期間についても保険料を納付済みであることを踏まえると、申立人

は申立期間③、④、⑤及び⑥の国民年金保険料についても、その都度現年

度納付したものと考えるのが自然である。 

２ 申立期間①については、申立人が昭和 48 年 12 月 26 日に厚生年金保険の



                      

  

資格を喪失し、49 年 1 月 1 日に国民年金に再加入していることが確認でき

ることから、当該期間は国民年金の未加入期間であり、国民年金保険料の

納付ができなかったものと考えられる。 

また、申立期間②については、昭和 55 年７月１日に厚生年金保険の資格

を喪失し、58 年４月 20 日に国民年金に任意加入していることが確認でき、

申立期間②は申立人の夫が船員保険被保険者であったことによる国民年金

の任意未加入期間であり、国民年金保険料の納付はできなかったものと考

えられる。 

  さらに、申立期間①及び②については、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立人の申立期

間のうち、昭和 62 年 11 月、63 年７月、平成元年７月及び４年８月の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



大分厚生年金 事案 408 

 
第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、Ａ会に勤務し、厚生年金保険被保険者であ

ったことが認められることから、同会における資格取得日に係る記録を昭和

20年５月１日に、資格喪失日に係る記録を 21年９月１日に訂正することが必

要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については 70円とすることが妥当である。 

 
第２ 申立の要旨等 
  １ 申立人の氏名等 
    氏    名 ： 男 
    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 
    住 所 ：   
     
  ２ 申立内容の要旨 
    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年５月１日から 21年９月 1日まで 

② 昭和 21年９月１日から 25年３月 31日まで 

③ 昭和 25年４月１日から 27年３月 31日まで 

私は、申立期間①は兵役期間を除き、Ａ会に、申立期間②はＢ会に職員と

してそれぞれ勤務し、申立期間③はＣ事務所に非常勤の職員として勤務した。 
申立期間①、②及び③について、厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 
 

第３ 委員会の判断の理由 
１ 申立期間①については、申立人の勤務内容に係る具体的な供述及び元同僚

の証言並びに申立人が後に勤務したＣ事務所（現在、Ｄ事務所）が保管する

申立人の履歴書等から、申立人が申立期間①においてＡ会に勤務していたこ

とが認められる。 
一方、申立人に係るＡ会の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年

金保険被保険者台帳は確認できない。 

しかしながら、厚生年金保険手帳記号番号払出簿には申立人が記憶する複

数の元同僚の手帳記号番号が昭和 19 年６月１日付けで払い出されているこ

とが確認できるにもかかわらず、当該被保険者名簿においては当該日付での

資格取得は確認できない。 

また、Ａ会の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、ⅰ）上記複数

の元同僚の被保険者資格取得日は手帳記号番号払出日と相違していること



が確認できること、ⅱ）複数の健康保険整理番号が欠番となっていることな

どから、当該名簿は書換え後の名簿と推認されるところ、書換え前の名簿は

保管されていない上、複数の元同僚の記録が名簿で確認できるにもかかわら

ずオンライン記録において確認できないなど、申立期間当時のすべての被保

険者の記録を記載しているとは考え難い状況が見受けられる。 

さらに、Ｅ県が発行する軍歴証明書から、昭和 20年７月 27日に陸軍に召

集されていることが確認できる（復員は昭和 20 年であることは確認できる

ものの、月日は不明）上、申立人の供述及び元同僚の証言によると、申立人

は、同年５月末ごろから同年８月までの期間において、陸軍に召集されてい

た可能性がうかがえる。 

加えて、当時の厚生年金保険法第 59条の２では、昭和 19年 10月１日か

ら 22 年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集または召集された期間につ

いては、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額を免除し、被保

険者期間として算入する旨規定されている。 
したがって、申立人が陸軍に召集されていた期間については、仮に被保険

者としての届出が行われておらず、法第 75 条の規定による、時効によって

消滅した保険料に係る期間であっても、年金額の計算の基礎となる被保険者

期間とすべきであるものと考えられる。 
これらを総合的に判断すると、申立人に係る年金記録の管理は適切であっ

たとは認められず、申立人は、昭和 20年５月１日から 21年９月１日までの

期間において、Ａ会に勤務し、厚生年金保険被保険者であったと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、元同僚の証言及び同年齢同一 

職種の元同僚の社会保険事務所（当時）の記録から、70 円とすることが妥

当である。 

２ 申立期間②については、申立人の勤務内容に係る具体的な証言及び元同僚

の証言から、申立人が申立期間②当時、Ｂ会で勤務していたことは推認する

ことができる。 

しかしながら、社会保険事務所（当時）の記録では、Ｂ会は昭和 23 年９

月１日にＦ組合となった後の 27 年６月１日付けで新規適用事業所となって

おり、申立期間②当時は、厚生年金保険の適用事業所でないことが確認でき

る。 

また、申立人とともに勤務したとする元同僚は、「申立期間中は、私もＢ

会での厚生年金保険の加入記録が無い。」と証言しているところ、当該元同

僚の厚生年金保険の加入記録を確認することができない。  

３ 申立期間③については、申立人の勤務内容に係る具体的な証言及びＤ事務

所が保管する人事記録から、申立人が申立期間③においてＣ事務所に勤務し

ていたことが認められる。 

しかしながら、社会保険事務所（当時）の記録では、Ｃ事務所は、昭和



30 年１月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間③当時

は、厚生年金保険の適用事業所でないことが確認できる。 

また、Ｄ事務所に照会した結果、「申立期間③当時は、厚生年金保険の適

用事業所でないことから、給与から厚生年金保険料を控除していない。また、

申立人は臨時補助職員であったので、共済組合にも加入していないと思われ

る。」と回答している上、申立人は元同僚についての記憶が無く、証言を得

ることができない。 

４ このほか、申立人の申立期間②及び③における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 
これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②及び③に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大分厚生年金 事案 409 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間②及び③の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社におけ

る被保険者記録のうち、申立期間②に係る資格喪失日（昭和 30 年３月１日）

及び資格取得日（同年６月１日）を取り消し、申立期間③に係る同社Ｂ支店に

おける資格取得日に係る記録を 34 年 11 月 25 日に訂正し、申立期間②の標準

報酬月額を１万 2,000円に、申立期間③の標準報酬月額を１万 8,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。また、事業主が申立人に係る申立期間③の厚

生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年８月 27日から同年 10月 21日まで 

             ② 昭和 30年３月１日から同年６月１日まで 

             ③ 昭和 34年 11月 25日から同年 12月３日まで 

私は、昭和 29年８月 27日から 62年１月 31日までＡ社に継続して勤務し

たのに、厚生年金保険の空白期間があるのは納得できない。申立期間①、②

及び③について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②及び③については、申立人が所持する永年勤続表彰状、退職所

得の源泉徴収票・特別徴収票及びＣ社（Ａ社は昭和 40年７月にＣ社に名称

変更）が保管する人事記録及び同社人事担当者の証言並びに雇用保険の加

入記録から、申立人が、申立期間②及び③において、継続してＡ社に勤務

し（昭和 30 年３月１日に同社Ｄ事務所から同社Ｅ事務所に異動及び 34 年

11 月 25 日に同社Ｆ事務所から同社Ｂ支店に異動）、当該期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 



また、申立期間②の標準報酬月額については、昭和 29 年 10 月及び 30 年

６月のオンライン記録から、１万 2,000円及び申立期間③の標準報酬月額に

ついては、34 年 12 月のオンライン記録から、１万 8,000 円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としているが、事業主から申立人に係る

被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保

険事務所（当時）がこれを記録することは考え難いことから、事業主が社会

保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 30 年３月から同年５月までの保

険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

一方、申立期間③の保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、申立期間③について、政府の当該保険料を徴収する権利が時効によ

り消滅する前に、事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出

を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間①については、申立人が所持する永年勤続表彰状、退職所得の源

泉徴収票・特別徴収票及びＣ社が保管する人事記録及び雇用保険の加入記録

により、申立人が、申立期間①において、Ａ社に勤務していたことは認めら

れる。 

しかしながら、人事記録に「臨時雇、試用１か月」と記載されているとこ

ろ、人事担当者及び元同僚は、「臨時雇及び試用期間においては、厚生年金

保険に加入させていなかったと思う。」、「入社して３か月程度は、試用期間

があった。」と証言していることから、当時、Ａ社においては、入社後一定

期間厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがわれる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立人の氏名は

見当たらず、健康保険整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大分厚生年金 事案 410 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年４月１日から 20年９月 30日まで 

Ａ社の厚生年金保険被保険者期間について、脱退手当金が支給されたこと

になっているが、請求した覚えは無い。 

脱退手当金は受給していないので、申立期間について、脱退手当金の支給

済記録を取り消し、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１年１か

月後の昭和 21年 11月２日に支給決定されており、事業主が申立人の委任を受

けて代理請求を行ったものとは考え難い。 

また、申立人の脱退手当金は、申立期間 17 か月を対象とする「短期脱退手

当金」として支給決定されているところ、申立人が当該脱退手当金の支給要件

に該当する場合は、「戦争終結による事業所の廃止、休止、または縮小により

被保険者がその資格を喪失したとき」であると考えられるが、申立人は、昭和

19年４月１日から事業所が戦争終結により解散する20年８月31日まで勤務し

た後、継続して勤務した別事業所を同年９月30日に資格喪失していることが、

厚生年金保険被保険者台帳により確認できることから、申立人が上記脱退手当

金の支給要件に該当していたものとは考え難く、申立期間の脱退手当金の支給

記録には疑義が認められる。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



大分厚生年金 事案 411 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は申立期間のうち、申立期間④の厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取

得日に係る記録を平成元年６月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 24

万円とすることが必要である。  

なお、事業主が、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35年６月１日から 37年 10月１日まで 

  ② 昭和 43年６月１日から同年８月１日まで 

  ③ 昭和 60年７月 26日から同年８月 17日まで 

  ④ 平成元年６月 21日から同年７月１日まで 

申立期間①はＢ社に、申立期間②、③及び④はＡ社にそれぞれ整備工とし

て勤務していたのに、申立期間①、②、③及び④の厚生年金保険の加入記録

が無い。 

申立期間①、②、③及び④について、厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間④について、雇用保険の加入記録及び申立人が所持する給与明細

書から、申立人が、申立期間④においてＡ社に勤務し、当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人が所持する給与明細書

から、24万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについて、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該期間に係る保険料を徴収する権利が時効により消滅する

前に、事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険



事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資

料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間①について、申立人は、Ｂ社において勤務していたと主張してい

るものの、元同僚である当時の事業主の長男に照会した結果、「事業所が昭

和 36 年 10 月１日に倒産した時には申立人は既に退職していた。」と証言し

ている上、複数の元同僚もほぼ同様の証言をしており、申立人の当該期間に

おける勤務を確認することができない。 

また、元同僚の一人は、「申立人は私とほぼ同時期に退職した。」と証言し

ているところ、当該元同僚は、昭和 35年７月 16日付けで被保険者資格を喪

失していることが確認できる。 

さらに、Ｂ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録は、オンライン

記録と一致しており、不自然な点は無い。 

３ 申立期間②について、勤務内容に係る申立人の供述から、申立人が、申立

期間②当時、Ａ社において勤務していたことは推認することができる。 

しかしながら、社会保険事務所（当時）の記録によると、Ａ社は、昭和 43

年８月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②当時は、

厚生年金保険の適用事業所でないことが確認できる。 

また、元同僚に照会した結果、「社会保険に加入していない期間は給与か

ら保険料は控除されていない。」と証言している上、当該元同僚についても

当該期間における厚生年金保険の加入記録を確認することができない。 

４ 申立期間③について、申立人は、Ａ社に勤務していたと主張しているもの

の、雇用保険の加入記録から、申立人は、昭和 60年７月 25日に同社を退職

していることが確認でき、オンライン記録及び同社の健康保険厚生年金保険

被保険者原票の記録とほぼ一致していることが確認できる。 

一方、Ａ社の後に勤務していたとするＣ社の雇用保険記録によると、昭和

60年８月７日に資格を取得していることから申立期間③のうち、同日以降は

Ｃ社で勤務していたことが推認できる。 

５ このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



                      

  

大分国民年金 事案 632 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年７月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年７月から 57年３月まで 

    私は、昭和 47 年に新聞、雑誌、ラジオ等で国民年金が宣伝されているの

を知って、老後の生活を思い、国民年金に任意加入した。 

国民年金保険料については、送られて来た納付書で金融機関から納付し

ていた。納付が遅れたこともあったかも知れないが、未納にならないよう

気を付けながら納付してきたので、申立期間が未納となっていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無い上、ほかに申立期間の国民年金保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

また、申立人は、送られて来た納付書で未納にならないよう金融機関で納

付してきたと主張しているところ、申立人の特殊台帳には、申立期間の昭和

55 及び 56 年度に過年度納付書が発行されていたことが確認できる上、Ａ市

の被保険者名簿には、「57.10.29 相談呼出状発送」との記載が確認できる

ことから、申立期間当時、申立期間の国民年金保険料は未納であったと推認

される。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿には、「57.12.15 相談・納付す

る」との記載があることから、未納にしていた国民年金保険料を納付する意

思を示したことが確認できるところ、Ａ市及び社会保険事務所（当時）の国

民年金担当者は、「市では基本的に現年度保険料の納付勧奨を行っており、

過年度保険料に関しては社会保険事務所（当時）が納付書を発行するものと

考えられる。」と証言していることを踏まえると、申立人がＡ市と相談した



                      

  

上で納付した期間は、57 年度の現年度分の国民年金保険料であったものと考

えられる。 

加えて、申立期間のうち、昭和 57 年 12 月時点では、申立期間の一部は時

効により納付できない期間であるとともに、過年度納付が可能な期間（55 年

10 月から 57 年３月の計 18 か月）の国民年金保険料を過年度納付した場合の

保険料額は７万 6,620 円となるが、申立人はまとめて納付したかどうか覚え

ていない旨を供述しており、申立人の記憶が曖昧
あいまい

であることから、申立期間

の納付状況が不明である。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

大分国民年金 事案 633 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 38 年３月までの期間及び 42 年４月から 45 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 38年３月まで 

② 昭和 42年４月から 45年３月まで 

    私の国民年金は、両親が国民年金制度の始まった昭和 36 年４月から加入

してくれた。 

申立期間①の国民年金保険料については、母親が家族４人分（両親、弟

及び申立人）を集金人に納付していたことを覚えている。 

申立期間②の国民年金保険料については、転居したＡ市で自宅に来てい

た集金人に納付していた記憶がある。 

申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

 申立期間①について、申立人は、「私の国民年金は、両親が昭和 36 年４月

に加入手続をした上で、母親が家族４人分（両親、弟及び申立人）の国民年

金保険料を集金人に納付していたことを覚えている。」と主張しているとこ

ろ、国民年金手帳記号番号払出簿から、申立人の国民年金手帳記号番号は昭

和 38 年７月３日に申立人の弟と連番で払い出されていることが確認でき、申

立人の弟も申立期間①の国民年金保険料は未納となっている上、申立人の両

親は申立期間①は国民年金に未加入であることから、申立人の主張には不自

然な点が見受けられる。 

また、申立期間②について、申立人は、「転居したＡ市で自宅に来ていた

集金人に納付していた記憶がある。国民年金の加入手続は夫がした。」と主

張しているところ、Ａ市において申立人に係る国民年金の再加入手続がなさ

れた形跡は確認できない上、申立期間②当時、申立人に別の国民年金手帳記



                      

  

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないことから、

申立人の主張する納付方法での保険料納付はできなかったものと考えられる。 

さらに、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人の両親及び申立人の夫はい

ずれも既に死亡しており、申立期間①及び②に係る国民年金への加入状況及

び保険料の納付状況等が不明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断 

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

大分国民年金 事案 634 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年７月から 61 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年７月から 61年６月まで 

私は、昭和 55 年か、56 年にＡ市で開業した。その際、各種料金を銀行

口座振替に変更し、国民年金についてもＡ市かＢ市で口座振替の手続をし

た記憶がある。申立期間の国民年金保険料が納付となっていないことに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人の国民年金に係る加入手続及び保

険料納付についての記憶は曖昧
あいまい

であり、申立期間に係る国民年金の加入状況、

保険料の納付状況等が不明である。  

また、申立人は、申立期間当時の国民年金保険料をＡ市かＢ市で口座振替

により納付した旨主張しているところ、ⅰ）申立人に係る戸籍の附票から、

申立人は、申立期間当時、Ｂ市に住民登録されており、Ａ市で国民年金に加

入することはできないこと、ⅱ）申立人が、申立期間当時、住民登録されて

いたＢ市においても、国民年金被保険者索引簿に申立人が国民年金に加入し

たことをうかがわせる事情も見当たらないことから、申立人はＡ市及びＢ市

の両市において、国民年金保険料を納付できなかったものと考えられる。 

さらに、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿からも、申立人

に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見受けられず、ほかに申立人

が申立期間の国民年金保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

大分国民年金 事案 635 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年 11 月から 52 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年 11月から 52年１月まで 

    私は、将来に不安を覚え、確か 30歳の誕生日を迎えた昭和 50年＊月に

区役所に行き、国民年金の加入手続をしたと思う。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人は、申立期間の国民年

金保険料の納付についての記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期間に係る国民年金保険

料の納付状況等が不明である。 

また、社会保険事務所（当時）の国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人

の年金手帳から、申立人は昭和 52 年２月 17 日に国民年金に任意加入してい

ることが確認でき、申立期間は国民年金の任意未加入期間であり、さかのぼ

って国民年金保険料の納付はできなかったものと考えられる。 

さらに、申立期間当時、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情、及び申立期間の国民年金保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

大分厚生年金 事案 406 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年８月 20日から 40年２月 21日まで 

私がＡ社に勤務していた時は、厚生年金保険に加入していたことは知ら

なかった。退職時に脱退手当金の説明も受けていないし、何も受け取って

いないにもかかわらず、脱退手当金を受給していることになっていること

に納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金を受給し

たことを示す「脱」表示が記載されている上、申立期間の脱退手当金は支給

額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、「脱退手当金支給決定日の昭和 40年 12月 21日ごろには

病院で准看見習として勤務していた。」と主張しているところ、申立人が勤

務していたとする病院の元院長の証言から、申立人が、当該病院に勤務して

いたことは認められるものの、当該病院は、厚生年金保険の適用事業所とし

ての記録は確認することができず、厚生年金保険には再加入していない。 

さらに、申立人は、「国民年金の加入手続及び保険料の納付は両親がして

くれていたはず。」と主張しているところ、申立人は昭和 51 年４月まで国民

年金保険料の納付を行っていないことを踏まえると、年金に対する意識が高

かったとまでは言い難い。 

加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

大分厚生年金 事案 407 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月 20日から 42年 11月 25日まで 

    私がＡ社に勤務していた時は、厚生年金保険に加入していたことは知ら

なかった。退職の意思を伝えた翌日には退職し、会社から脱退手当金の説

明も受けていないし、何も受け取っていないにもかかわらず、脱退手当金

を受給していることになっていることに納得できないので、調査をしてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金を受給し

たことを示す「脱」表示が記載されているとともに、申立期間の脱退手当金

は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格

喪失日から約３か月後の昭和 43 年２月 22 日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日の翌日

を資格取得日として国民年金に加入し保険料を納付していることが確認でき

るものの、申立人は、「国民年金の加入手続及び保険料の納付は両親がして

くれており、通算年金制度は知らなかった。」と述べており、脱退手当金を

受給しない明確な意思を有していたとは考え難い。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いと主張する以外に脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

大分厚生年金 事案 412（事案 176の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年９月１日から 29年１月１日まで 

私は、Ａ社Ｂ支店Ｃ営業所に昭和 26年９月１日から勤務していたのに、

29年１月１日までの期間の厚生年金保険の加入記録が認められなかったこ

とに納得できないので、再申立てをする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｄ支店が保管する社員名簿、申立人の具体的な供述、雇用保険の加入

記録及び複数の元従業員の証言から、昭和 29 年１月１日から同年１月 31 日

までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められる一方で、26 年９月１日から 28 年 12 月 31 日までの期間について

は、入社してから正社員になるまで、事業主が厚生年金保険被保険者資格の

取得手続を行っていないにもかかわらず、厚生年金保険料を控除していたと

は考え難いとして、既に当委員会において年金記録の訂正は必要ないとする

判断に基づき、平成 21年２月６日付けで通知が行われている。 

今回、申立人は、昭和 26 年９月１日から 28 年 12 月 31 日までの期間につ

いて、上記社員名簿及び雇用保険の加入記録から、Ａ社Ｂ支店Ｃ営業所に勤

務していることが確認できるにもかかわらず、申立てが認められないのは納

得できないと主張し、再度申立てをしているが、申立人と同時期に厚生年金

保険被保険者資格を取得した複数の元同僚に照会した結果、「厚生年金保険

に加入したのは正社員になった日以降である。」とそれぞれ証言している上、

正社員になった日が確認できる元同僚の被保険者資格取得日は、正社員にな

った日と一致していることが確認できる。 

また、申立人と同日付けで厚生年金保険被保険者資格を取得している複数

の元同僚は、申立人より先に雇用保険の資格を取得していることから、当時、



                      

  

事業主は従業員を入社と同時には厚生年金保険に加入させていなかったこと

がうかがえる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無く、

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 


